
議案第 １ 号 

 

   令和２年度 帯広市一般会計予算 

 

 令和２年度帯広市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 83,805,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（継 続 費） 

第２条 地方自治法第 212 条第 1項の規定による継続費の経費の総額及び年額割は、「第２表 継続費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」

による。 

（地 方 債） 

第４条 地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法

は、「第４表 地方債」による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第 235 条の 3第 2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、14,000,000 千円と定める。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 市税 22,742,254  

 5. 市民税 10,689,582  

10. 固定資産税 8,480,516  

15. 軽自動車税 448,908  

20. 市たばこ税 1,500,951  

30. 入湯税 12,560  

35. 都市計画税 1,609,737  

10. 地方譲与税 1,072,872  

10. 自動車重量譲与税 516,920  

15. 航空機燃料譲与税 341,393  

20. 地方揮発油譲与税 184,122  

25. 森林環境譲与税 30,437  

15. 利子割交付金 13,752  

 5. 利子割交付金 13,752  

16. 配当割交付金 41,787  

 5. 配当割交付金 41,787  

17. 株式等譲渡所得割交付金 19,911  

 5. 株式等譲渡所得割交付金 19,911  

18. 法人事業税交付金 152,923  

 5. 法人事業税交付金 152,923  

金 額

(単位：千円)

款 項

19. 地方消費税交付金 3,899,893  

 5. 地方消費税交付金 3,899,893  

31. 環境性能割交付金 61,090  

 5. 環境性能割交付金 61,090  

35. 国有提供施設等所在市町村助成 223,610  

交付金

 5. 国有提供施設等所在市町村助成 223,610  

交付金

37. 地方特例交付金 143,190  

 5. 地方特例交付金 143,190  

40. 地方交付税 13,945,608  

 5. 地方交付税 13,945,608  

45. 交通安全対策特別交付金 24,401  

 5. 交通安全対策特別交付金 24,401  

50. 分担金及び負担金 372,094  

 1. 分担金 5,015  

 5. 負担金 367,079  

55. 使用料及び手数料 2,263,058  

 5. 使用料 1,781,969  

10. 手数料 481,089  

金 額

一般会計
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 市税 22,742,254  

 5. 市民税 10,689,582  

10. 固定資産税 8,480,516  

15. 軽自動車税 448,908  

20. 市たばこ税 1,500,951  

30. 入湯税 12,560  

35. 都市計画税 1,609,737  

10. 地方譲与税 1,072,872  

10. 自動車重量譲与税 516,920  

15. 航空機燃料譲与税 341,393  

20. 地方揮発油譲与税 184,122  

25. 森林環境譲与税 30,437  

15. 利子割交付金 13,752  

 5. 利子割交付金 13,752  

16. 配当割交付金 41,787  

 5. 配当割交付金 41,787  

17. 株式等譲渡所得割交付金 19,911  

 5. 株式等譲渡所得割交付金 19,911  

18. 法人事業税交付金 152,923  

 5. 法人事業税交付金 152,923  

金 額

(単位：千円)

款 項

19. 地方消費税交付金 3,899,893  

 5. 地方消費税交付金 3,899,893  

31. 環境性能割交付金 61,090  

 5. 環境性能割交付金 61,090  

35. 国有提供施設等所在市町村助成 223,610  

交付金

 5. 国有提供施設等所在市町村助成 223,610  

交付金

37. 地方特例交付金 143,190  

 5. 地方特例交付金 143,190  

40. 地方交付税 13,945,608  

 5. 地方交付税 13,945,608  

45. 交通安全対策特別交付金 24,401  

 5. 交通安全対策特別交付金 24,401  

50. 分担金及び負担金 372,094  

 1. 分担金 5,015  

 5. 負担金 367,079  

55. 使用料及び手数料 2,263,058  

 5. 使用料 1,781,969  

10. 手数料 481,089  

金 額

一般会計

款 項

60. 国庫支出金 15,396,392  

 5. 国庫負担金 12,925,198  

10. 国庫補助金 2,433,298  

15. 国委託金 37,896  

65. 道支出金 5,654,078  

 5. 道負担金 3,912,869  

10. 道補助金 1,389,779  

15. 道委託金 351,430  

70. 財産収入 259,667  

 5. 財産運用収入 30,448  

10. 財産売払収入 229,219  

75. 寄附金 1  

 5. 寄附金 1  

80. 繰入金 407,906  

 5. 特別会計繰入金 19,442  

10. 基金繰入金 388,464  

85. 繰越金 1  

 5. 繰越金 1  

90. 諸収入 12,064,059  

 5. 延滞金及び過料 36,000  

金 額

(単位：千円)

款 項

10. 市預金利子 159  

20. 貸付金元利収入 9,148,893  

30. 雑入 2,879,007  

95. 市債 5,046,453  

 5. 市債 5,046,453  

83,805,000  

金 額

歳 入 合 計

一般会計
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     歳        出

款 項

 5. 議会費 345,862  

 5. 議会費 345,862  

10. 総務費 1,904,385  

 5. 総務管理費 1,566,589  

10. 徴税費 132,718  

15. 戸籍住民基本台帳費 125,933  

20. 選挙費 3,740  

25. 統計調査費 71,240  

35. 監査委員費 4,165  

15. 民生費 32,447,864  

 5. 社会福祉費 11,836,176  

10. 年金費 951  

15. 児童福祉費 9,163,436  

20. 医療給付費 3,292,516  

25. 生活保護費 8,154,785  

20. 衛生費 3,252,062  

 5. 保健衛生費 1,656,370  

10. 清掃費 764,192  

15. 衛生諸費 831,500  

25. 労働費 87,803  

金 額

(単位：千円)

款 項

 5. 労働諸費 87,803  

30. 農林水産業費 3,661,326  

 5. 農業費 3,514,367  

10. 林業費 146,959  

35. 商工費 8,409,110  

 5. 商工費 8,409,110  

40. 土木費 4,626,348  

10. 道路橋りょう費 2,429,848  

15. 河川費 8,197  

20. 都市計画費 939,590  

30. 住宅費 1,248,713  

45. 消防費 1,939,225  

 5. 消防費 1,939,225  

50. 教育費 6,233,622  

 5. 教育総務費 142,931  

10. 小学校費 1,046,244  

15. 中学校費 1,720,513  

20. 高等学校費 76,251  

25. 社会教育費 820,664  

30. 保健体育費 2,427,019  

金 額

一般会計
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     歳        出

款 項

 5. 議会費 345,862  

 5. 議会費 345,862  

10. 総務費 1,904,385  

 5. 総務管理費 1,566,589  

10. 徴税費 132,718  

15. 戸籍住民基本台帳費 125,933  

20. 選挙費 3,740  

25. 統計調査費 71,240  

35. 監査委員費 4,165  

15. 民生費 32,447,864  

 5. 社会福祉費 11,836,176  

10. 年金費 951  

15. 児童福祉費 9,163,436  

20. 医療給付費 3,292,516  

25. 生活保護費 8,154,785  

20. 衛生費 3,252,062  

 5. 保健衛生費 1,656,370  

10. 清掃費 764,192  

15. 衛生諸費 831,500  

25. 労働費 87,803  

金 額

(単位：千円)

款 項

 5. 労働諸費 87,803  

30. 農林水産業費 3,661,326  

 5. 農業費 3,514,367  

10. 林業費 146,959  

35. 商工費 8,409,110  

 5. 商工費 8,409,110  

40. 土木費 4,626,348  

10. 道路橋りょう費 2,429,848  

15. 河川費 8,197  

20. 都市計画費 939,590  

30. 住宅費 1,248,713  

45. 消防費 1,939,225  

 5. 消防費 1,939,225  

50. 教育費 6,233,622  

 5. 教育総務費 142,931  

10. 小学校費 1,046,244  

15. 中学校費 1,720,513  

20. 高等学校費 76,251  

25. 社会教育費 820,664  

30. 保健体育費 2,427,019  

金 額

一般会計

(単位：千円)

款 項

55. 公債費 8,375,886  

 5. 公債費 8,375,886  

60. 諸支出金 1,534,854  

 5. 財政調整基金費 593  

10. 減債基金費 1  

20. 公営企業費 1,375,809  

25. 諸支出金 158,451  

65. 職員費 10,946,653  

 5. 職員給与関係費 10,946,653  

70. 予備費 40,000  

 5. 予備費 40,000  

83,805,000  歳 出 合 計

金 額

一般会計
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一般会計

総 額 年 度 年 割 額

千円 千円

令和2年度

令和3年度

第２表　　継 　　続 　　費

款 項 事 業 名

教育費 中学校費 大空地区義務教育学校整備費
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一般会計

総 額 年 度 年 割 額

千円 千円

令和2年度

令和3年度

第２表　　継 　　続 　　費

款 項 事 業 名

教育費 中学校費 大空地区義務教育学校整備費

　新　　規

事 項

千円

帯広市企業立地促進補助金 令和2年度から令和3年度まで 9,500

帯広市企業立地促進補助金 令和2年度から令和4年度まで 23,000

路面清掃業務委託 令和2年度から令和3年度まで 12,000

市道区画線設置事業費 令和2年度から令和3年度まで 30,000

　変　　更

期　　間 限度額 限度額

（限度額の変更） 千円 千円

帯広市土地開発公社が工業団地整備のため金融機関から資金を借入れる
ことに伴う損失補償

平成30年度から
令和5年度まで

1,443,900 848,400

（期間及び限度額の変更）

水利施設整備事業負担金
平成25年度から
令和20年度まで

54,200 63,000

担い手育成農地整備事業負担金
平成27年度から
令和19年度まで

131,000 132,700

一般会計

変 更 後

期　　間

平成27年度から
令和21年度まで

第３表　　債 務 負 担 行 為

期 間 限 度 額

事 項
変 更 前

平成25年度から
令和21年度まで

変更前と同じ
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一般会計

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

コミュニティ施設整備費 5,000

防災拠点施設等整備費 17,500

障害者等福祉的活動基盤整備費 33,000

火葬場整備費 75,800

十勝中部広域水道企業団支出金 14,600

農業センター施設整備費 3,500

農業基盤整備費 25,400

市有林造成費 20,400

林道改良費 18,300

市街地再開発事業費 416,400

森の交流館・十勝施設整備費 700

除雪機械購入費 6,900

特殊舗装整備費 203,400

側溝整備費 29,400

道路ストック補修事業費 2,000

新設改良舗装整備費 342,100

橋りょう長寿命化事業費 136,000

交通安全施設整備費 9,400

都市計画道路整備費 115,300

公園整備費 110,400

帯広の森整備費 10,000

第４表　　地 　　方 　　債

普通貸借もし
くは証券発行

8.0％以内（ただし、
利率見直し方式で借
入れる政府資金及び
地方公共団体金融機
構資金並びに株式会
社日本政策金融公庫
資金について、利率
の見直しを行った後
においては、当該見
直し後の利率）

政府資金については、そ
の融通条件により、銀行
その他の資金の場合には
その債権者との協定によ
るものとする。ただし、
市財政の都合により据置
期間及び償還期限を変更
し、もしくは低利債に借
換又は繰上償還をするこ
とができる。
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

公営住宅建替事業費

消火栓整備費

学校環境整備費

とかちプラザ施設整備費

市民文化ホール施設整備費

百年記念館施設整備費

図書館施設整備費

動物園施設整備費

体育施設整備費

臨時財政対策債

合 計

一般会計
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議案第 ２ 号 

 

   令和２年度 帯広市国民健康保険会計予算 

 

 令和２年度帯広市の国民健康保険会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 16,235,360 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 国民健康保険料 3,039,556  

 5. 国民健康保険料 3,039,556  

15. 国庫支出金 517  

10. 国庫補助金 517  

25. 道支出金 11,285,001  

10. 保険給付費等交付金 11,285,001  

35. 財産収入 585  

 5. 財産運用収入 585  

40. 繰入金 1,874,035  

 5. 繰入金 1,874,035  

43. 繰越金 1  

 5. 繰越金 1  

45. 諸収入 35,665  

 5. 延滞金及び過料 12,244  

15. 雑入 23,421  

16,235,360  

金 額

歳 入 合 計

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 5. 総務費 431,567  

 5. 総務管理費 431,567  

10. 保険給付費 11,020,367  

 5. 保険給付費 11,020,367  

16. 国民健康保険事業費納付金 4,575,298  

 5. 国民健康保険事業費納付金 4,575,298  

22. 財政安定化基金拠出金 16  

 5. 財政安定化基金拠出金 16  

25. 保健事業費 134,772  

 5. 保健事業費 134,772  

30. 基金積立金 908  

 5. 基金積立金 908  

40. 諸支出金 52,432  

 5. 諸費 32,990  

10. 繰出金 19,442  

50. 予備費 20,000  

 5. 予備費 20,000  

16,235,360  

金 額

歳 出 合 計

国民健康保険会計
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議案第 ３ 号 

 

   令和２年度 帯広市後期高齢者医療会計予算 

 

 令和２年度帯広市の後期高齢者医療会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,448,438 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 後期高齢者医療保険料 1,727,100  

 5. 後期高齢者医療保険料 1,727,100  

10. 繰入金 669,859  

 5. 繰入金 669,859  

15. 繰越金 1  

 5. 繰越金 1  

20. 諸収入 51,478  

 5. 延滞金及び過料 1  

10. 償還金及び還付加算金 1,680  

15. 雑入 49,797  

2,448,438  

金 額

歳 入 合 計

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 5. 総務費 136,147  

 5. 総務管理費 136,147  

10. 後期高齢者医療広域連合納付金 2,310,611  

 5. 後期高齢者医療広域連合納付金 2,310,611  

15. 諸支出金 1,680  

 5. 諸費 1,680  

2,448,438  

金 額

歳 出 合 計

後期高齢者医療会計
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議案第 ４ 号 

 

   令和２年度 帯広市介護保険会計予算 

 

 令和２年度帯広市の介護保険会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ  15,053,443 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 介護保険料 2,783,034  

 5. 介護保険料 2,783,034  

10. 国庫支出金 3,535,262  

 5. 国庫負担金 2,516,486  

10. 国庫補助金 1,018,776  

15. 支払基金交付金 3,888,718  

 5. 支払基金交付金 3,888,718  

20. 道支出金 2,101,623  

 5. 道負担金 1,973,473  

10. 道補助金 128,150  

25. 財産収入 417  

 5. 財産運用収入 417  

30. 繰入金 2,743,937  

 5. 繰入金 2,743,937  

33. 繰越金 1  

 5. 繰越金 1  

40. 諸収入 451  

 5. 延滞金及び過料 1  

10. 雑入 450  

15,053,443  

金 額

歳 入 合 計

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 5. 総務費 366,535  

 5. 総務管理費 366,535  

10. 保険給付費 13,815,263  

 5. 保険給付費 13,815,263  

12. 地域支援事業費 862,158  

 5. 地域支援事業費 862,158  

20. 基金積立金 417  

 5. 基金積立金 417  

25. 諸支出金 4,070  

 5. 諸費 4,070  

35. 予備費 5,000  

 5. 予備費 5,000  

15,053,443  

金 額

歳 出 合 計

介護保険会計
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議案第 ５ 号 

 

   令和２年度 帯広市中島霊園事業会計予算 

 

 令和２年度帯広市の中島霊園事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 61,646 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 霊園事業収入 61,646  

 5. 使用料及び手数料 6,905  

 7. 財産収入 1  

10. 繰入金 54,740  

61,646  

金 額

歳 入 合 計

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 5. 霊園事業費 61,646  

 5. 霊園管理費 11,413  

15. 公債費 50,232  

18. 積立金 1  

61,646  

金 額

歳 出 合 計

中島霊園事業会計
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議案第 ６ 号 

 

   令和２年度 帯広市ばんえい競馬会計予算 

 

 令和２年度帯広市のばんえい競馬会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 29,087,268 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」

による。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 競馬事業収入 27,491,919  

 5. 収益事業収入 27,491,919  

10. 使用料及び手数料 1,427  

10. 手数料 1,427  

15. 財産収入 840  

 5. 財産運用収入 840  

20. 寄附金 1  

 5. 寄附金 1  

25. 繰入金 901,296  

 5. 繰入金 901,296  

30. 諸収入 691,785  

 3. 市預金利子 1  

 5. 雑入 691,784  

29,087,268  

金 額

歳 入 合 計

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 5. 競馬費 29,086,427  

 5. 競馬経営費 29,001,793  

10. 職員給与関係費 84,634  

10. 諸支出金 841  

 5. 基金積立金 841  

29,087,268  

金 額

歳 出 合 計

ばんえい競馬会計
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　新　　規

事 項 限 度 額

千円

地方競馬オッズ等表示システム構築経費負担金 令和2年度から令和8年度まで 41,300

ばんえい競馬会計

第２表　　債 務 負 担 行 為

期 間
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議案第 ７ 号 

 

   令和２年度 帯広市駐車場事業会計予算 

 

 令和２年度帯広市の駐車場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 78,976 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 駐車場事業収入 78,976  

15. 繰入金 57,001  

25. 諸収入 21,975  

78,976  

金 額

歳 入 合 計

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 5. 駐車場事業費 78,976  

 5. 駐車場管理費 7,240  

15. 公債費 71,736  

78,976  

金 額

歳 出 合 計

駐車場事業会計
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議案第 ８ 号 

 

   令和２年度 帯広市空港事業会計予算 

 

 令和２年度帯広市の空港事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 2,443,719 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

（地 方 債） 

第２条 地方自治法第 230 条第 1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法

は、「第２表 地方債」による。 

 

 

   令和 2 年 3 月 2 日提出 

 

帯広市長 米 沢 則 寿 
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第 １ 表　　歳 入 歳 出 予 算

     歳        入

款 項

 5. 空港事業収入 2,443,719  

 5. 使用料及び手数料 126,700  

10. 国庫支出金 1,154,600  

15. 道支出金 38,117  

18. 財産収入 280  

20. 繰入金 604,522  

25. 市債 519,500  

.

2,443,719  

金 額

歳 入 合 計

     歳        出 (単位：千円)

款 項

 5. 空港事業費 2,443,719  

 5. 空港管理費 519,902  

10. 空港建設費 1,733,890  

15. 職員給与関係費 116,209  

20. 公債費 73,718  

2,443,719  

金 額

歳 出 合 計

空港事業会計
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起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

千円

空港整備費

合 計

空港事業会計

第２表　　地 　　方 　　債

普通貸借もし
くは証券発行

8.0％以内（ただし、
利率見直し方式で借
入れる政府資金及び
地方公共団体金融機
構資金について、利
率の見直しを行った
後においては、当該
見直し後の利率）

政府資金については、そ
の融通条件により、銀行
その他の資金の場合には
その債権者との協定によ
るものとする。ただし、
市財政の都合により据置
期間及び償還期限を変更
し、もしくは低利債に借
換又は繰上償還をするこ
とができる。
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議案第９号 

令和２年度 帯広市水道事業会計予算 

 
（総 則） 

第１条 令和２年度帯広市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

  （１） 給 水 戸 数           水道事業           79,200 戸 

                簡易水道事業      794 戸 

           計          79,994 戸 

（２） 年 間 総 給 水 量             水道事業         15,837,000 ㎥ 

   簡易水道事業          574,529 ㎥ 

                   計             16,411,529 ㎥ 

  （３） 一 日 平 均 給 水 量             水道事業                43,389 ㎥ 

    簡易水道事業           1,574 ㎥ 

                   計               44,963 ㎥ 

  （４） 新 設 給 水 装 置 工 事             水道事業             1,000 個 

    簡易水道事業             17 個 

                   計                1,017 個 

  （５） 主 な 建 設 改 良 事 業 

       配水管整備事業           水道事業            延長 7,330 ｍ 

  簡易水道事業       減圧弁室更新工事 

       施 設 整 備 事 業     水道事業      稲田浄水場設備機器更新工事 
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（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

収          入 

  第１款 水 道 事 業 収 益                          4,525,991 千円 

   第１項 営 業 収 益                         4,251,448 千円 

   第２項 営 業 外 収 益                          274,543 千円  

第２款 簡 易 水 道 事 業 収 益                           302,184 千円 

   第１項 営 業 収 益                          152,922 千円 

   第２項 営 業 外 収 益                          145,907 千円 

   第３項 特  別   利   益                                  3,355 千円 

 

収 入 合 計                                        4,828,175 千円 

 

支          出 

  第１款 水 道 事 業 費 用                          3,806,389 千円 

   第１項 営 業 費 用                         3,421,922 千円 

   第２項 営 業 外 費 用                          381,467 千円 

   第３項 予 備 費                           3,000 千円 

第２款 簡 易 水 道 事 業 費 用                        355,083 千円 

   第１項 営 業 費 用                          344,586 千円 

   第２項 営 業 外 費 用                           9,102 千円 

   第３項 特 別 損 失                           1,395 千円 

 

支 出 合 計                   4,161,472 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し 

不足する額 2,067,787 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 141,471 千円、過年 

度分損益勘定留保資金 769,872 千円、当年度分損益勘定留保資金 560,631 千円及び減債積立金 

595,813 千円で補てんするものとする。） 

 

収          入 

  第１款 水 道 事 業 資 本 的 収 入                      614,291 千円 

   第１項 企   業   債                  579,400 千円 

   第２項 負   担   金                   29,321 千円 

   第３項 補   償   金                    5,570 千円 

第２款 簡 易 水 道 事 業 資 本 的 収 入                     87,597 千円 

   第１項 企   業   債                   69,800 千円 

   第２項 出   資   金                   17,797 千円 

 

  収 入 合 計                                         701,888 千円 

 

                               支          出 

  第１款 水 道 事 業 資 本 的 支 出                     2,653,614 千円 

   第１項 建 設 改 良 費                 1,599,377 千円 

   第２項 償   還   金                  1,053,737 千円 

   第３項 予   備   費                     500 千円 

第２款 簡 易 水 道 事 業 資 本 的 支 出                    116,061 千円 

   第１項 建 設 改 良 費                   82,795 千円 

   第２項 償   還   金                   33,266 千円 

    

支 出 合 計                         2,769,675 千円 

 

      （特例的収入及び支出） 

      第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として

整理する未収金及び未払金の金額は、それぞれ 1,312 千円及び 19,290 千円である。 
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（継続費） 

第５条 継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。 

款 項 事  業  名 総 額 年 度 年割額 

水 道 事 業 

資 本 的 支 出 

 

建 設 改 良 費 

 

 

稲 田 浄 水 場 

設 備 機 器 更 新 工 事 

千円 

590,000 

 

 

令和２年度 

令和３年度 

千円 

238,400 

351,600 

 

（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償  還  の  方  法          

 

（水道事業） 

配 水 管 整 備 事 業 費          

施 設 整 備 費          

 

（簡易水道事業） 

配 水 管 整 備 事 業 費          

施 設 整 備 費          

    千円 

 

341,000 

238,400 

 

 

30,500 

39,300 

      

普通貸借も 

しくは証券 

 発行 

    

8.0％以内 
（ただし、利率見

直 し 方 式 で 借 入

れ る 政 府 資 金 及

び 地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金 に

ついて、利率の見

直 し を 行 っ た 後

においては、当該

見直し後の利率） 

 

 政府資金については、その

融通条件により、銀行その他

の資金の場合にはその債権者

との協定によるものとする。 

 ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

変更し、もしくは低利債に借

換又は繰上償還をすることが

できる。 

合 計         649,200    

 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

  （１） 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の 

流用。 
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又は 

 それ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

  （１） 職 員 給 与 費                         573,958 千円 

  （２） 交 際 費                           50 千円 

 

（たな卸資産の購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は、23,905 千円と定める。 

 

   令和２年 ３月 ２日 提出 

                                            帯広市長 米 沢 則 寿 
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令和２年度帯広市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
水 道 事 業 収 益 水 道 事 業 費 用

営 業 収 益 営 業 費 用
給 水 収 益 原 水 及 び 浄 水 費
他 会 計 負 担 金 配 水 費
負 担 金 給 水 費
手 数 料 業 務 費
補 償 金 総 係 費
そ の 他 営 業 収 益 職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 減 価 償 却 費
受取利息及び配当金 資 産 減 耗 費
他 会 計 負 担 金 営 業 外 費 用
長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

簡易水道事業収益 簡易水道事業費用
営 業 収 益 営 業 費 用

給 水 収 益 原 水 及 び 浄 水 費
他 会 計 負 担 金 配 水 費
負 担 金 給 水 費
手 数 料 業 務 費
補 償 金 総 係 費
そ の 他 営 業 収 益 職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 減 価 償 却 費
長 期 前 受 金 戻 入 営 業 外 費 用
雑 収 益 支 払 利 息 及 び

特 別 利 益 企 業 債 取 扱 諸 費
そ の 他 特 別 利 益 雑 支 出

特 別 損 失
そ の 他 特 別 損 失

目款 項 目 款 項

収　入　合　計 支　出　合　計

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税
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令和２年度帯広市水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
水 道 事 業 収 益 水 道 事 業 費 用

営 業 収 益 営 業 費 用
給 水 収 益 原 水 及 び 浄 水 費
他 会 計 負 担 金 配 水 費
負 担 金 給 水 費
手 数 料 業 務 費
補 償 金 総 係 費
そ の 他 営 業 収 益 職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 減 価 償 却 費
受取利息及び配当金 資 産 減 耗 費
他 会 計 負 担 金 営 業 外 費 用
長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

簡易水道事業収益 簡易水道事業費用
営 業 収 益 営 業 費 用

給 水 収 益 原 水 及 び 浄 水 費
他 会 計 負 担 金 配 水 費
負 担 金 給 水 費
手 数 料 業 務 費
補 償 金 総 係 費
そ の 他 営 業 収 益 職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 減 価 償 却 費
長 期 前 受 金 戻 入 営 業 外 費 用
雑 収 益 支 払 利 息 及 び

特 別 利 益 企 業 債 取 扱 諸 費
そ の 他 特 別 利 益 雑 支 出

特 別 損 失
そ の 他 特 別 損 失

目款 項 目 款 項

収　入　合　計 支　出　合　計

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

資 本 的 収 入 及 び 支 出

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
水 道 事 業
資 本 的 収 入

水 道 事 業
資 本 的 支 出

企 業 債 建 設 改 良 費
建 設 改 良 費 等 の 固 定 資 産 取 得 費
財 源 に 充 て る 配水管整備事業費
た め の 企 業 債 量水器整備事業費

負 担 金 施 設 整 備 費
負 担 金 職 員 給 与 費

補 助 金 償 還 金
補 償 金 企 業 債 償 還 金

補 償 金 予 備 費
予 備 費

簡 易 水 道 事 業
資 本 的 収 入

簡 易 水 道 事 業
資 本 的 支 出

企 業 債 建 設 改 良 費
建 設 改 良 費 等 の 固 定 資 産 取 得 費
財 源 に 充 て る 配水管整備事業費
た め の 企 業 債 量水器整備事業費

出 資 金 施 設 整 備 費
出 資 金 職 員 給 与 費

補 助 金 償 還 金
企 業 債 償 還 金

収　入　合　計 支　出　合　計

款 項 目款 項 目
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(単位  千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 539,069 有形固定 資産 の取 得に よる 支出 △ 1,538,273

減 価 償 却 費 1,797,349 負 担 金 に よ る 収 入 29,321

退職給付引当金の増減額（△は減少） 9,244 補 償 金 に よ る 収 入 5,570

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,757 △ 1,503,382

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,219

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 384,274 ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 128 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

支 払 利 息 252,197 た め の 企 業 債 に よ る 収 入 649,200

固 定 資 産 除 却 損 101,172 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 30,666 た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 1,087,003

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 64,592 他 会 計 出 資 金 に よ る 収 入 17,797

たな卸資産の増減額（△は増加） 485 財務活動によるキャッシュ・フロー △ 420,006

そ の 他 資 産 負 債 の 増 減 額 90

　　　　　　小　　　　　　計 2,413,438 237,981

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 128 1,974,496

利 息 の 支 払 額 △ 252,197 2,212,477

業務活動によるキャッシュ・フロー 2,161,369

資 金 期 末 残 高

令和２年度  帯広市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

資 金 期 首 残 高
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(単位  千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債
(1) 有 形 固 定 資 産 (1) 企 業 債

イ 土 地 271,308 イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
ロ 建 物 2,811,710 充 て る た め の 企 業 債 16,533,328 16,533,328

建 物 (2) 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,381,607 1,430,103 イ 退 職 給 付 引 当 金 357,269 357,269

ハ 構 築 物 48,094,131 固 定 負 債 合 計 16,890,597
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額 △ 22,714,944 25,379,187 ４ 流 動 負 債

ニ 機 械 及 び 装 置 7,848,512 (1) 企 業 債
機 械 及 び 装 置 イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,659,854 5,188,658 充 て る た め の 企 業 債 1,100,688 1,100,688

ホ 車 両 運 搬 具 25,081 (2) 未 払 金 216,511
車 両 運 搬 具 (3) 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 23,827 1,254 イ 賞 与 引 当 金 34,829 34,829

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 301,988 (4) 預 り 金 33,090
工 具 器 具 及 び 備 品 流 動 負 債 合 計 1,385,118
減 価 償 却 累 計 額 △ 235,966 66,022

ト 建 設 仮 勘 定 293,381 ５ 繰 延 収 益
有 形 固 定 資 産 合 計 32,629,913 (1) 長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 4,216,505
(2) 無 形 固 定 資 産 ロ 負 担 金 730,056

イ 施 設 利 用 権 29,547 ハ 補 償 金 1,426,862
ロ 電 話 加 入 権 881 ニ 補 助 金 3,806,539

無 形 固 定 資 産 合 計 30,428 長 期 前 受 金 合 計 10,179,962
(2) 長期前受金収益化累計額

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 2,702,413
イ 出 資 金 3,545 ロ 負 担 金 △ 357,538
ロ 破 産 更 生 債 権 等 3,394 ハ 補 償 金 △ 689,297

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,394 ニ 補 助 金 △ 1,673,900
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 3,545 長期前受金収益化累計額合計 △ 5,423,148

(3) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金
固 定 資 産 合 計 32,663,886 繰 延 収 益 合 計 4,756,814

２ 流 動 資 産 負 債 合 計 23,032,529
(1) 現 金 預 金 2,212,477
(2) 未 収 金 341,550

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 10,170 331,380
(3) 貯 蔵 品 17,288 ６ 資 本 金 10,645,136
(4) そ の 他 流 動 資 産

７ 剰 余 金
流 動 資 産 合 計 2,561,145 (1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,066
資 本 剰 余 金 合 計 2,066

(2) 利 益 剰 余 金
イ 当年度未処分利益剰余金 1,545,300

利 益 剰 余 金 合 計 1,545,300
剰 余 金 合 計 1,547,366
資 本 合 計 12,192,502

資 産 合 計 35,225,031 負 債 資 本 合 計 35,225,031

令和２年度  帯広市水道事業会計予定貸借対照表
(令和3年3月31日)

資 産 の 部 負 債 の 部

資 本 の 部
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(単位  千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債
(1) 有 形 固 定 資 産 (1) 企 業 債

イ 土 地 271,308 イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
ロ 建 物 2,811,710 充 て る た め の 企 業 債 16,984,816 16,984,816

建 物 (2) 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,292,234 1,519,476 イ 退 職 給 付 引 当 金 348,025 348,025

ハ 構 築 物 47,330,984 固 定 負 債 合 計 17,332,841
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額 △ 21,555,464 25,775,520 ４ 流 動 負 債

ニ 機 械 及 び 装 置 7,970,590 (1) 企 業 債
機 械 及 び 装 置 イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,638,271 5,332,319 充 て る た め の 企 業 債 1,087,003 1,087,003

ホ 車 両 運 搬 具 25,081 (2) 未 払 金 149,802
車 両 運 搬 具 (3) 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 23,827 1,254 イ 賞 与 引 当 金 32,225 32,225

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 284,142 (4) 預 り 金 33,000
工 具 器 具 及 び 備 品 流 動 負 債 合 計 1,302,030
減 価 償 却 累 計 額 △ 224,423 59,719

ト 建 設 仮 勘 定 25,789 ５ 繰 延 収 益
有 形 固 定 資 産 合 計 32,985,385 (1) 長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 4,244,661
(2) 無 形 固 定 資 産 ロ 負 担 金 700,920

イ 施 設 利 用 権 30,821 ハ 補 償 金 1,424,335
ロ 電 話 加 入 権 881 ニ 補 助 金 3,806,858

無 形 固 定 資 産 合 計 31,702 長 期 前 受 金 合 計 10,176,774
(2) 長期前受金収益化累計額

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 2,613,704
イ 出 資 金 3,545 ロ 負 担 金 △ 339,214
ロ 破 産 更 生 債 権 等 3,204 ハ 補 償 金 △ 655,204

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,204 ニ 補 助 金 △ 1,462,455
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 3,545 長期前受金収益化累計額合計 △ 5,070,577

(3) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金
固 定 資 産 合 計 33,020,632 繰 延 収 益 合 計 5,106,197

２ 流 動 資 産 負 債 合 計 23,741,068
(1) 現 金 預 金 1,974,496
(2) 未 収 金 372,406

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 8,603 363,803
(3) 貯 蔵 品 17,773 ６ 資 本 金 10,627,339
(4) そ の 他 流 動 資 産

７ 剰 余 金
流 動 資 産 合 計 2,356,072 (1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,066
資 本 剰 余 金 合 計 2,066

(2) 利 益 剰 余 金
イ 減 債 積 立 金 595,813
ロ 当年度未処分利益剰余金 410,418

利 益 剰 余 金 合 計 1,006,231
剰 余 金 合 計 1,008,297
資 本 合 計 11,635,636

資 産 合 計 35,376,704 負 債 資 本 合 計 35,376,704

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年度  帯広市水道事業会計予定開始貸借対照表（当初）　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考資料）
(令和2年4月1日現在)

資 産 の 部 負 債 の 部

資 本 の 部
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(単位  千円)

１．営　業　収　益
(1) 給 水 収 益 3,483,491
(2) 他 会 計 負 担 金 173,560
(3) 負 担 金 97,629
(4) 手 数 料 20,715
(5) 補 償 金 2,400
(6) そ の 他 営 業 収 益 80,853 3,858,648

２．営　業　費　用
(1) 原 水 及 び 浄 水 費 1,187,928
(2) 配 水 費 72,972
(3) 給 水 費 17,778
(4) 業 務 費 142,659
(5) 総 係 費 49,253
(6) 職 員 給 与 費 389,631
(7) 減 価 償 却 費 1,487,326
(8) 資 産 減 耗 費 62,829 3,410,376

営 業 利 益 448,272

３．営　業　外　収　益
(1) 受 取 利 息 及 び 配 当 金 109
(2) 他 会 計 負 担 金 3,083
(3) 長 期 前 受 金 戻 入 223,981
(4) 雑 収 益 20,801 247,974

４．営　業　外　費　用
(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 269,200
(2) 雑 支 出 13,628 282,828 △ 34,854

５．予　　備　　費
(1) 予 備 費 3,000 3,000 3,000

経 常 利 益 410,418

当 年 度 純 利 益 410,418

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金 410,418

令和元年度  帯広市水道事業会計予定損益計算書
(平成31年4月1日から令和2年3月31日まで)
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(単位  千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債
(1) 有 形 固 定 資 産 (1) 企 業 債

イ 土 地 268,974 イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
ロ 建 物 2,550,146 充 て る た め の 企 業 債 16,398,721 16,398,721

建 物 (2) 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,292,234 1,257,912 イ 退 職 給 付 引 当 金 348,025 348,025

ハ 構 築 物 46,300,773 固 定 負 債 合 計 16,746,746
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額 △ 21,555,464 24,745,309 ４ 流 動 負 債

ニ 機 械 及 び 装 置 7,858,877 (1) 企 業 債
機 械 及 び 装 置 イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,638,271 5,220,606 充 て る た め の 企 業 債 1,053,737 1,053,737

ホ 車 両 運 搬 具 25,081 (2) 未 払 金 130,512
車 両 運 搬 具 (3) 引 当 金
減 価 償 却 累 計 額 △ 23,827 1,254 イ 賞 与 引 当 金 32,225 32,225

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 278,098 (4) 預 り 金 33,000
工 具 器 具 及 び 備 品 流 動 負 債 合 計 1,249,474
減 価 償 却 累 計 額 △ 224,423 53,675

ト 建 設 仮 勘 定 25,789 ５ 繰 延 収 益
有 形 固 定 資 産 合 計 31,573,519 (1) 長 期 前 受 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 4,244,661
(2) 無 形 固 定 資 産 ロ 負 担 金 700,920

イ 施 設 利 用 権 30,821 ハ 補 償 金 1,228,865
ロ 電 話 加 入 権 209 ニ 補 助 金 3,350,398

無 形 固 定 資 産 合 計 31,030 長 期 前 受 金 合 計 9,524,844
(2) 長期前受金収益化累計額

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産 イ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 2,613,704
イ 出 資 金 3,545 ロ 負 担 金 △ 339,214
ロ 破 産 更 生 債 権 等 3,204 ハ 補 償 金 △ 655,204

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,204 ニ 補 助 金 △ 1,462,455
投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 3,545 長期前受金収益化累計額合計 △ 5,070,577

(3) 建 設 仮 勘 定 長 期 前 受 金
固 定 資 産 合 計 31,608,094 繰 延 収 益 合 計 4,454,267

２ 流 動 資 産 負 債 合 計 22,450,487
(1) 現 金 預 金 1,946,899
(2) 未 収 金 371,094

未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 8,603 362,491
(3) 貯 蔵 品 17,773 ６ 資 本 金 10,476,473
(4) そ の 他 流 動 資 産

７ 剰 余 金
流 動 資 産 合 計 2,327,163 (1) 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,066
資 本 剰 余 金 合 計 2,066

(2) 利 益 剰 余 金
イ 減 債 積 立 金 595,813
ロ 当年度未処分利益剰余金 410,418

利 益 剰 余 金 合 計 1,006,231
剰 余 金 合 計 1,008,297
資 本 合 計 11,484,770

資 産 合 計 33,935,257 負 債 資 本 合 計 33,935,257

令和元年度  帯広市水道事業会計予定貸借対照表
(令和2年3月31日)

資 産 の 部 負 債 の 部

資 本 の 部
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注 記 

 

 １．重要な会計方針 

    当年度より、帯広市簡易水道事業に地方公営企業法の全部を適用し、地方公営企業会計へ移行する。 

 

（１）資産の評価基準及び評価方法 

      貯蔵品   先入先出法による原価法によっている。 

 

  （２）固定資産の減価償却方法 

     イ．有形固定資産 

      （イ）減価償却の方法   定額法による。 

      （ロ）主な耐用年数 

          建物       １５～５０年 

          構築物      ２０～４０年 

          機械及び装置    ８～２０年 

          車両運搬具        ５年 

          工具器具及び備品  ３～１５年 

     ロ．無形固定資産 

      （イ）減価償却の方法   定額法による。 

      （ロ）耐用年数 

          施設利用権       ５０年 

 

  （３）引当金の計上方法 

     イ．貸倒引当金 

        債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

     ロ．退職給付引当金 

        職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における、水道事業会計が負担すべき金額を
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計上している。計上額の算定に当たっては、職員が水道事業会計に在職した月数に基づき、負担額の算定を行っている。 

     ハ．賞与引当金 

        職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。 

 

  （４）消費税等の会計処理 

      消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。 

 

 ２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連 

  （１）重要な非資金取引 

      当事業年度において、重要な非資金取引は予定していない。 

 

 ３．予定貸借対照表等関連 

  （１）企業債の償還に係る他会計の負担 

      令和２年度水道事業会計予定貸借対照表に計上されている企業債（1 年以内に償還予定のものも含む）のうち、「一般会計

から公営企業会計に対する繰出基準」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は 354,871 千円である。 

  

（２）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について 

      平成 26年 3月 31日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

ついては、平成 26 年 3月 31 日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把

握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象

とした按分等の方法を用いて、合理的に整理している。 
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 ４．セグメント情報の開示 

  （１）報告セグメントの概要 

      当水道事業会計では、水道事業及び簡易水道事業を運営しており、それぞれ運営方針等を決定していることから、「水道

事業」、「簡易水道事業」の２つの報告セグメントとしている。 

      なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 

 

 

   

 

（２）報告セグメントごとの営業収益等 

    前事業年度（自 平成 31 年 4 月 1 日 至 令和 2 年 3月 31 日）   （単位 千円） 

事業区分 水道事業 合計 

営業収益 3,858,648 3,858,648 

営業費用 3,410,376 3,410,376 

営業損益 448,272 448,272 

経常損益 410,418 410,418 

セグメント資産 33,935,257 33,935,257 

セグメント負債 22,450,487 22,450,487 

その他の項目   

他会計繰入金 213,967 213,967 

減価償却費 1,487,326 1,487,326 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
2,127,851 2,127,851 

 

 

 

事業区分 事業の内容 

水道事業 簡易水道事業以外の地区における水道水の供給 

簡易水道事業 

桜木町、泉町、以平町、拓成町、太平町、上清川町、広野町、上帯広町、基

松町、美栄町、清川町、富士町及び豊西町の全域並びに幸福町、昭和町、大

正町、別府町、八千代町、岩内町及び川西町の一部における水道水の供給 
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当事業年度（自 令和 2 年 4月 1日 至 令和 3年 3月 31 日）               （単位 千円） 

事業区分 水道事業 簡易水道事業 合計 

営業収益 3,883,384 139,595 4,022,979 

営業費用 3,305,442 337,181 3,642,623 

営業損益 577,942 △197,586 380,356 

経常損益 597,883 △60,777 537,106 

セグメント資産 33,935,736 1,289,295 35,225,031 

セグメント負債 21,853,083 1,179,446 23,032,529 

その他の項目    

他会計繰入金 210,613 23,535 234,148 

減価償却費 1,564,522 232,827 1,797,349 

特別利益  3,355 3,355 

特別損失  1,392 1,392 

有形固定資産及び 

無形固定資産の増加額 
849,118 77,389 926,507 

  

５．減損損失 

  （１）減損の兆候について 

      当事業年度において、以下の資産グループは遊休資産であることから、減損の兆候を認識する予定である。 

用途 資産の種類 場所 

遊休資産 土地 帯広市西 19 条南 37 丁目 31 番 45 

遊休資産 土地 帯広市大正町 440 番 2、440 番 3 

      当水道事業は事業区分でグルーピングを行っており、将来の使用が見込まれない遊休資産については個別の物件単位でグ

ルーピングをしている。 

      なお、当該土地は回収可能価額が帳簿価額を上回ることから、減損損失を認識しない予定である。 

 

  

 

 

- 44 -



６．その他 

（１）貸倒引当金の取崩 

      当事業年度において、債権の不納欠損による損失に、貸倒引当金 8,900 千円を使用する予定である。 

   

 

（２）退職給付引当金の取崩 

      当事業年度において、水道事業会計が負担すべき退職手当の支出のため、退職給付引当金 19,829 千円を使用する予定で

ある。 

 

  （３）賞与引当金の取崩 

      当事業年度において、6 月分の期末・勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与引当金 38,269 千円を使用する予定で

ある。 

 

（４）簡易水道事業の統合に伴う会計処理 

      簡易水道事業が令和 2 年 4月 1日に統合されることに伴い、当該事業の資産、負債及び資本の全てを水道事業会計に引き

継ぎ、会計処理を行っている。増加する資産、負債及び資本の内訳は次のとおりである。 

 

 

     固定資産     1,412,538 千円         固定負債           586,095 千円 

     流動資産      28,909 千円         流動負債       52,556 千円 

     資産合計   1,441,447 千円         繰延収益           651,930 千円 

                               負債合計          1,290,581 千円 

                               資本合計           150,866 千円 

                               負債資本合計        1,441,447 千円 
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議案第１０号

令和２年度 帯広市下水道事業会計予算

（総 則）

第１条 令和２年度帯広市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。

（１） 年 間 総 処 理 水 量 下水道事業 ㎥

農村下水道事業 ㎥

計 ㎥

（２） 水洗便所設置戸数 下水道事業 戸

農村下水道事業 戸

計 戸

（３） 主な建設改良事業

管渠建設事業 下水道事業 延長 ｍ

管渠更新事業 下水道事業 延長 ｍ

施設設備改良事業 下水道事業 帯広川下水終末処理場内配管工事

浄化槽設備改良事業 農村下水道事業 合併処理浄化槽工事
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中、支払利息

及び企業債取扱諸費 千円の財源に充てるため、企業債 千円を借り入れる。

収 入

第１款 下 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第２款 農 村 下 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第３項 特 別 利 益 千円

収 入 合 計 千円

支 出

第１款 下 水 道 事 業 費 用 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 予 備 費 千円

第２款 農 村 下 水 道 事 業 費 用 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

支 出 合 計 千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。なお、営業外費用中、支払利息

及び企業債取扱諸費 千円の財源に充てるため、企業債 千円を借り入れる。

収 入

第１款 下 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第２款 農 村 下 水 道 事 業 収 益 千円

第１項 営 業 収 益 千円

第２項 営 業 外 収 益 千円

第３項 特 別 利 益 千円

収 入 合 計 千円

支 出

第１款 下 水 道 事 業 費 用 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 予 備 費 千円

第２款 農 村 下 水 道 事 業 費 用 千円

第１項 営 業 費 用 千円

第２項 営 業 外 費 用 千円

第３項 特 別 損 失 千円

支 出 合 計 千円

（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し

不足する額 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 千円、過年

度分損益勘定留保資金 千円、当年度分損益勘定留保資金 千円、減債積立金

千円及び繰越利益剰余金処分額 千円で補てんするものとする。）

収 入

第１款 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 国 庫 補 助 金 千円

第３項 他 会 計 出 資 金 千円

第４項 他 会 計 補 助 金 千円

第５項 分担金及び負担金 千円

第２款 農 村 下 水 道 事 業 資 本 的 収 入 千円

第１項 企 業 債 千円

第２項 他 会 計 出 資 金 千円

第３項 分担金及び負担金 千円

収 入 合 計 千円

支 出

第１款 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 償 還 金 千円

第３項 返 還 金 千円

第４項 予 備 費 千円

第２款 農 村 下 水 道 事 業 資 本 的 支 出 千円

第１項 建 設 改 良 費 千円

第２項 償 還 金 千円

支 出 合 計 千円
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（特例的収入及び支出）

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する

未収金及び未払金の金額は、それぞれ 千円及び 千円である。

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項､期間及び限度額は､次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

（下水道事業）

（新規）

排水設備改造資金貸付に伴う損失補償

（期間及び限度額の変更）

排水設備改造資金貸付事務取扱手数料

（農村下水道事業）

（新規）

排水設備改造資金貸付に伴う損失補償

（期間の変更）

排水設備改造資金貸付事務取扱手数料

令和 年度

令和 元年度から

令和 年度まで

令和 年度

令和 年度から

令和 年度まで

千円
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（特例的収入及び支出）

第４条の２ 地方公営企業法施行令第４条第４項の規定により、当年度に属する債権及び債務として整理する

未収金及び未払金の金額は、それぞれ 千円及び 千円である。

（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項､期間及び限度額は､次のとおりと定める。

事 項 期 間 限 度 額

（下水道事業）

（新規）

排水設備改造資金貸付に伴う損失補償

（期間及び限度額の変更）

排水設備改造資金貸付事務取扱手数料

（農村下水道事業）

（新規）

排水設備改造資金貸付に伴う損失補償

（期間の変更）

排水設備改造資金貸付事務取扱手数料

令和 年度

令和 元年度から

令和 年度まで

令和 年度

令和 年度から

令和 年度まで

千円

（企業債）

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

（下水道事業）

公共下水道事業費

資本費平準化債

下水道事業債

特別措置分

（農村下水道事業）

個別排水処理事業費

千円

普通貸借も

しくは証券

発行

％以内
（ただし、利率見

直 し 方 式 で 借 入

れ る 政 府 資 金 及

び 地 方 公 共 団 体

金 融 機 構 資 金 に

ついて、利率の見

直 し を 行 っ た 後

においては、当該

見直し後の利率）

政府資金については、その

融通条件により、銀行その他

の資金の場合にはその債権者

との協定によるものとする。

ただし、企業財政の都合に

より据置期間及び償還期限を

変更し、もしくは低利債に借

換又は繰上償還をすることが

できる。

合 計

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

（１） 消費税及び地方消費税に不足が生じた場合における営業費用及び営業外費用の間の流用。

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ

以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

（１） 職 員 給 与 費 千円

（他会計からの補助金）

第９条 特定環境保全公共下水道事業等に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額

は、 千円である。

（利益剰余金の処分）

第１０条 繰越利益剰余金のうち 千円は、次のとおり処分するものと定める。

（１） 減 債 積 立 金 千円

令和２年 ３月 ２日 提出

帯広市長 米 沢 則 寿

H30.9.13 阿部管理者より

ページ番号は冊子に合わせて欲しい＆最

終版のペーパーも欲しいとのこと

→本きてから、冊子と同じページ数を打

って冊子と一緒に管理者のみに再配

布すること！
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　収　　入 　支　　出 （単位　千円）
予 定 額 備 考 予 定 額 備 考

下 水 道 事 業 収 益 下 水 道 事 業 費 用
営 業 収 益 営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 管 渠 費
他 会 計 負 担 金 水 質 指 導 費
他 会 計 補 助 金 処 理 場 費
貸 付 金 元 金 収 入 普 及 促 進 費
そ の 他 営 業 収 益 業 務 費

総 係 費
職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 流 域 下 水 道 管 理 費
受取利息及び配当金 減 価 償 却 費
他 会 計 補 助 金 資 産 減 耗 費
長 期 前 受 金 戻 入 営業外費用
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

農村下水道事業収益 農村下水道事業費用
営 業 収 益 営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 管 渠 費

他 会 計 負 担 金 処 理 場 費
貸 付 金 元 金 収 入 浄 化 槽 費

普 及 促 進 費
営 業 外 収 益 業 務 費

他 会 計 補 助 金 総 係 費
長 期 前 受 金 戻 入 職 員 給 与 費
雑 収 益 減 価 償 却 費

営業外費用
特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益
雑 支 出

特 別 損 失
そ の 他 特 別 損 失

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

款

収　入　合　計 支　出　合　計

項 目

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令和２年度帯広市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目
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　収　　入 　支　　出 （単位　千円）
予 定 額 備 考 予 定 額 備 考

下 水 道 事 業 収 益 下 水 道 事 業 費 用
営 業 収 益 営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 管 渠 費
他 会 計 負 担 金 水 質 指 導 費
他 会 計 補 助 金 処 理 場 費
貸 付 金 元 金 収 入 普 及 促 進 費
そ の 他 営 業 収 益 業 務 費

総 係 費
職 員 給 与 費

営 業 外 収 益 流 域 下 水 道 管 理 費
受取利息及び配当金 減 価 償 却 費
他 会 計 補 助 金 資 産 減 耗 費
長 期 前 受 金 戻 入 営業外費用
雑 収 益

雑 支 出
予 備 費

予 備 費

農村下水道事業収益 農村下水道事業費用
営 業 収 益 営 業 費 用

下 水 道 使 用 料 管 渠 費

他 会 計 負 担 金 処 理 場 費
貸 付 金 元 金 収 入 浄 化 槽 費

普 及 促 進 費
営 業 外 収 益 業 務 費

他 会 計 補 助 金 総 係 費
長 期 前 受 金 戻 入 職 員 給 与 費
雑 収 益 減 価 償 却 費

営業外費用
特 別 利 益

そ の 他 特 別 利 益
雑 支 出

特 別 損 失
そ の 他 特 別 損 失

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

款

収　入　合　計 支　出　合　計

項 目

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

令和２年度帯広市下水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

款 項 目

　収　　入 　支　　出 （単位　千円）

予 定 額 備 考 予 定 額 備 考
下水道事業資本的収入 下水道事業資本的支出

企 業 債 建設改良費
建 設 改 良 費 等 の 固 定 資 産 取 得 費
財 源 に 充 て る 管 渠 建 設 費
た め の 企 業 債 施 設 設 備 改 良 費

国 庫 補 助 金
社 会 資 本 整 備
総 合 交 付 金 流 域 下 水 道 建 設 費

他 会 計 出 資 金 職 員 給 与 費
他 会 計 出 資 金 償 還 金

他 会 計 補 助 金 企 業 債 償 還 金
他 会 計 補 助 金 返 還 金

分担金及び負担金 社 会 資 本 整 備
受 益 者 負 担 金 総 合 交 付 金 返 還 金

他 会 計 負 担 金 予 備 費
予 備 費

農 村 下 水 道 事 業
資 本 的 収 入

農 村 下 水 道 事 業
資 本 的 支 出

企 業 債 建設改良費
建 設 改 良 費 等 の 浄 化 槽 設 備 改 良 費
財 源 に 充 て る

た め の 企 業 債

他 会 計 出 資 金 職 員 給 与 費
他 会 計 出 資 金 償 還 金

分担金及び負担金 企 業 債 償 還 金
受 益 者 分 担 金

受 益 者 負 担 金 等
業 務 費

項

収　入　合　計 支　出　合　計

資 本 的 収 入 及 び 支 出

受 益 者 負 担 金 等
業 務 費

款目款 項 目
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(単位  千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 有 形 固 定 資 産 の取 得 によ る 支 出 △ 732,624

減 価 償 却 費 無 形 固 定 資 産 の取 得 によ る 支 出 △ 59,545

退職給付引当金の増減額（△は減少） 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 国 庫 補 助 金 の 返 還 に よ る 支 出 △ 92

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 他 会 計 補 助 金 に よ る 収 入

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 1,091,212 分 担 金 及 び 負 担 金 に よ る 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 46 控 除 対 象 外 消 費 税 圧 縮 額 △ 19,873

支 払 利 息 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 579,686

固 定 資 産 除 却 損

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

その他資産負債の増減額（△は減少） た め の 企 業 債 に よ る 収 入

　　　　　　小　　　　　　計 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 2,058,992

利 息 の 支 払 額 △ 384,915 そ の 他 の 企 業 債 に よ る 収 入

その他の企業債の償還による支出 △ 52,225

他 会 計 出 資 金 に よ る 収 入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,301,277

資 金 期 首 残 高

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

令和２年度  帯広市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

資 金 期 末 残 高
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(単位  千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー ２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

当 年 度 純 利 益 有 形 固 定 資 産 の取 得 によ る 支 出 △ 732,624

減 価 償 却 費 無 形 固 定 資 産 の取 得 によ る 支 出 △ 59,545

退職給付引当金の増減額（△は減少） 国 庫 補 助 金 に よ る 収 入

貸 倒 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 国 庫 補 助 金 の 返 還 に よ る 支 出 △ 92

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 他 会 計 補 助 金 に よ る 収 入

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 1,091,212 分 担 金 及 び 負 担 金 に よ る 収 入

受 取 利 息 及 び 配 当 金 △ 46 控 除 対 象 外 消 費 税 圧 縮 額 △ 19,873

支 払 利 息 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 579,686

固 定 資 産 除 却 損

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） ３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

その他資産負債の増減額（△は減少） た め の 企 業 債 に よ る 収 入

　　　　　　小　　　　　　計 建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 た め の 企 業 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ 2,058,992

利 息 の 支 払 額 △ 384,915 そ の 他 の 企 業 債 に よ る 収 入

その他の企業債の償還による支出 △ 52,225

他 会 計 出 資 金 に よ る 収 入

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,301,277

資 金 期 首 残 高

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

令和２年度  帯広市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
(令和2年4月1日から令和3年3月31日まで)

資 金 期 末 残 高

(単位 千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財源に

ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 ロ そ の 他 の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,368,654 企 業 債 合 計

ハ 構 築 物 引 当 金

構 築 物 イ 退 職 給 付 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 50,248,115 固 定 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 ４ 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,413,779 企 業 債

ホ 車 両 運 搬 具 イ 建設改良費等の財源に

車 両 運 搬 具 充 て る た め の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,176 ロ そ の 他 の 企 業 債

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 企 業 債 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品 未 払 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 40,571 引 当 金

ト 建 設 仮 勘 定 イ 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計 預 り 金

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 ５ 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 国 庫 補 助 金

イ 出 資 金 ロ 道 補 助 金

ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ 他 会 計 補 助 金

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,847 ニ 分 担 金 及 び 負 担 金

投資その他の資産合計 ホ 工 事 補 償 金

へ 受 贈 財 産 評 価 額

ト そ の 他 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計

令和２年度  帯広市下水道事業会計予定貸借対照表

(令和3年3月31日)

資  産  の  部 負  債  の  部
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２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 18,588,407
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 14,964
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 8,009 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,737,138

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,454,012
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 106,111

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,657,428
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 199,362

長期前受金収益化累計額合計 △ 29,757,422
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 他 会 計 補 助 金
ハ 分 担 金 及 び 負 担 金
ニ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部
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２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 18,588,407
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 14,964
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 8,009 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,737,138

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,454,012
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 106,111

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,657,428
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 199,362

長期前受金収益化累計額合計 △ 29,757,422
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 他 会 計 補 助 金
ハ 分 担 金 及 び 負 担 金
ニ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 当年度未処分利益剰余金
利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

(単位 千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財源に

ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 ロ そ の 他 の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,317,537 企 業 債 合 計

ハ 構 築 物 引 当 金

構 築 物 イ 退 職 給 付 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 48,343,602 固 定 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 ４ 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,136,319 企 業 債

ホ 車 両 運 搬 具 イ 建設改良費等の財源に

車 両 運 搬 具 充 て る た め の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,613 ロ そ の 他 の 企 業 債

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 企 業 債 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品 未 払 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,697 引 当 金

ト 建 設 仮 勘 定 イ 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計 預 り 金

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 ５ 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 国 庫 補 助 金

イ 出 資 金 ロ 道 補 助 金

ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ 他 会 計 補 助 金

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,677 ニ 分 担 金 及 び 負 担 金

投資その他の資産合計 ホ 工 事 補 償 金

へ 受 贈 財 産 評 価 額

ト そ の 他 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和２年度  帯広市下水道事業会計予定開始貸借対照表（当初）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（参考資料）

(令和2年4月1日現在)

資  産  の  部 負  債  の  部
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２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 17,885,612
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 8,555
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 6,633 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,651,748

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,312,222
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 101,604

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,511,701
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 196,306

長期前受金収益化累計額合計 △ 28,667,748
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 道 補 助 金
ハ 他 会 計 補 助 金
ニ 分 担 金 及 び 負 担 金
ホ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金
ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

- 58 -



２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 17,885,612
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 8,555
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 6,633 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,651,748

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,312,222
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 101,604

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,511,701
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 196,306

長期前受金収益化累計額合計 △ 28,667,748
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 道 補 助 金
ハ 他 会 計 補 助 金
ニ 分 担 金 及 び 負 担 金
ホ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金
ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部

(単位  千円)

１.

２.

△ 179,298

３.

４.

５.

令和元年度　帯広市下水道事業会計予定損益計算書
(平成31年4月1日から令和2年3月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

貸 付 金 元 金 収 入

受 託 事 業 収 益

営 業 費 用

管 渠 費

水 質 指 導 費

そ の 他 営 業 収 益

処 理 場 費

普 及 促 進 費

業 務 費

総 係 費

職 員 給 与 費

流 域 下 水 道 管 理 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支払利息及び企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金
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(単位 千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財源に

ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 ロ そ の 他 の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,317,537 企 業 債 合 計

ハ 構 築 物 引 当 金

構 築 物 イ 退 職 給 付 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 48,343,602 固 定 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 ４ 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,136,319 企 業 債

ホ 車 両 運 搬 具 イ 建設改良費等の財源に

車 両 運 搬 具 充 て る た め の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,613 ロ そ の 他 の 企 業 債

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 企 業 債 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品 未 払 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,697 引 当 金

ト 建 設 仮 勘 定 イ 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計 預 り 金

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 ５ 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 国 庫 補 助 金

イ 出 資 金 ロ 道 補 助 金

ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ 他 会 計 補 助 金

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,677 ニ 分 担 金 及 び 負 担 金

投資その他の資産合計 ホ 工 事 補 償 金

へ 受 贈 財 産 評 価 額

ト そ の 他 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計

令和元年度  帯広市下水道事業会計予定貸借対照表

(令和2年3月31日)

資  産  の  部 負  債  の  部
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(単位 千円)

１ 固 定 資 産 ３ 固 定 負 債

有 形 固 定 資 産 企 業 債

イ 土 地 イ 建設改良費等の財源に

ロ 建 物 充 て る た め の 企 業 債

建 物 ロ そ の 他 の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,317,537 企 業 債 合 計

ハ 構 築 物 引 当 金

構 築 物 イ 退 職 給 付 引 当 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 48,343,602 固 定 負 債 合 計

ニ 機 械 及 び 装 置

機 械 及 び 装 置 ４ 流 動 負 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,136,319 企 業 債

ホ 車 両 運 搬 具 イ 建設改良費等の財源に

車 両 運 搬 具 充 て る た め の 企 業 債

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,613 ロ そ の 他 の 企 業 債

ヘ 工 具 器 具 及 び 備 品 企 業 債 合 計

工 具 器 具 及 び 備 品 未 払 金

減 価 償 却 累 計 額 △ 37,697 引 当 金

ト 建 設 仮 勘 定 イ 賞 与 引 当 金

有 形 固 定 資 産 合 計 預 り 金

無 形 固 定 資 産 流 動 負 債 合 計

イ 施 設 利 用 権

ロ 電 話 加 入 権 ５ 繰 延 収 益

無 形 固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金

投 資 そ の 他 の 資 産 イ 国 庫 補 助 金

イ 出 資 金 ロ 道 補 助 金

ロ 破 産 更 生 債 権 等 ハ 他 会 計 補 助 金

破産更生債権等貸倒引当金 △ 3,677 ニ 分 担 金 及 び 負 担 金

投資その他の資産合計 ホ 工 事 補 償 金

へ 受 贈 財 産 評 価 額

ト そ の 他 長 期 前 受 金

固 定 資 産 合 計 長 期 前 受 金 合 計

令和元年度  帯広市下水道事業会計予定貸借対照表

(令和2年3月31日)

資  産  の  部 負  債  の  部

２ 流 動 資 産 長期前受金収益化累計額
現 金 預 金 イ 国 庫 補 助 金 △ 17,885,612
未 収 金 ロ 道 補 助 金 △ 8,555
未 収 金 貸 倒 引 当 金 △ 6,633 ハ 他 会 計 補 助 金 △ 2,651,748

ニ 分 担 金 及 び 負 担 金 △ 4,312,222
流 動 資 産 合 計 ホ 工 事 補 償 金 △ 101,604

へ 受 贈 財 産 評 価 額 △ 3,511,701
ト そ の 他 長 期 前 受 金 △ 196,306

長期前受金収益化累計額合計 △ 28,667,748
建設仮勘定長期前受金
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

６ 資 本 金
７ 剰 余 金

資 本 剰 余 金
イ 国 庫 補 助 金
ロ 他 会 計 補 助 金
ハ 分 担 金 及 び 負 担 金
ニ 受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金
ロ 当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計
剰 余 金 合 計
資 本 合 計

資 産 合 計 負 債 資 本 合 計

資  本  の  部
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注 記

１．重要な会計方針

当年度より、帯広市農村下水道事業に地方公営企業法の全部を適用し、地方公営企業会計へ移行する。

（１）固定資産の減価償却方法

イ．有形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ７～２０年

車両運搬具 ５年

工具器具及び備品 ４～１５年

ロ．無形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）耐用年数

施設利用権 ５０年

（２）引当金の計上方法

イ．貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

ロ．退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における、下水道事業会計が負担すべき金額

を計上している。計上額の算定に当たっては、職員が下水道事業会計に在職した月数に基づき、負担額の算定を行って

いる。

ハ．賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。
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注 記

１．重要な会計方針

当年度より、帯広市農村下水道事業に地方公営企業法の全部を適用し、地方公営企業会計へ移行する。

（１）固定資産の減価償却方法

イ．有形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）主な耐用年数

建物 ８～５０年

構築物 １０～５０年

機械及び装置 ７～２０年

車両運搬具 ５年

工具器具及び備品 ４～１５年

ロ．無形固定資産

（イ）減価償却の方法 定額法による。

（ロ）耐用年数

施設利用権 ５０年

（２）引当金の計上方法

イ．貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、一般債権については実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。

ロ．退職給付引当金

職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末の退職手当要支給額における、下水道事業会計が負担すべき金額

を計上している。計上額の算定に当たっては、職員が下水道事業会計に在職した月数に基づき、負担額の算定を行って

いる。

ハ．賞与引当金

職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事業年度末における支給見込額

に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

（３）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜き方式によっている。

２．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

（１）重要な非資金取引

当事業年度において、重要な非資金取引は予定していない。

３．予定貸借対照表等関連

（１）企業債の償還に係る他会計の負担

令和２年度下水道事業会計予定貸借対照表に計上されている企業債（ 年以内に償還予定のものも含む）のうち、「一般会

計から公営企業会計に対する繰出基準」に基づき、一般会計が負担すると見込まれる額は 千円である。

（２）みなし償却制度の廃止に伴う移行処理について

平成 年 月 日における償却資産の取得又は改良に充てるための補助金等で現に資本剰余金として整理している額に

ついては、平成 年 月 日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資産と補助金等との対応関係を個別に把

握できる資産を除いたすべての資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資産は除く。）を対象

とした按分等の方法を用いて、勘定科目とともに適正かつ合理的に整理している。

４．セグメント情報の開示

（１）報告セグメントの概要

当下水道事業会計では、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業及び個別排水処理事業を運営

しており、公共下水道事業では汚水処理と雨水処理を行っていることから、「公共下水道事業（汚水処理）」、「公共下水道事

業（雨水処理）」、「特定環境保全公共下水道事業」、「農業集落排水事業」、「個別排水処理事業」の５つの報告セグメントと

している。

なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容

（下水道事業）

公共下水道事業（汚水処理） 市街化区域におけるし尿・生活雑排水等の処理

公共下水道事業（雨水処理） 市街化区域における雨水排除

特定環境保全公共下水道事業 川西町、愛国町、大正町の一部の区域におけるし尿・生活雑排水等の処理

（農村下水道事業）

農業集落排水事業 清川町の一部の区域におけるし尿・生活雑排水等の処理

個別排水処理事業
公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業及び農業集落排水事業以外の区

域におけるし尿・生活雑排水等の処理
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

前事業年度（自 平成 年 月 日 至 令和 年 月 日） （単位 千円）

事業区分
公共下水道事業

（汚水処理）

公共下水道事業

（雨水処理）

特定環境保全

公共下水道事業
小計 共通 合計

営業収益

営業費用

営業損益 △ △ △ △

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

当事業年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日） （単位 千円）

事業区分
公共下水道事業

（汚水処理）

公共下水道事業

（雨水処理）

特定環境保全

公共下水道事業
共通 小計

農業集落

排水事業

個別排水

処理事業
小計 合計

営業収益

営業費用

営業損益 △ △ △ △ △ △ △

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

前事業年度（自 平成 年 月 日 至 令和 年 月 日） （単位 千円）

事業区分
公共下水道事業

（汚水処理）

公共下水道事業

（雨水処理）

特定環境保全

公共下水道事業
小計 共通 合計

営業収益

営業費用

営業損益 △ △ △ △

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

当事業年度（自 令和 年 月 日 至 令和 年 月 日） （単位 千円）

事業区分
公共下水道事業

（汚水処理）

公共下水道事業

（雨水処理）

特定環境保全

公共下水道事業
共通 小計

農業集落

排水事業

個別排水

処理事業
小計 合計

営業収益

営業費用

営業損益 △ △ △ △ △ △ △

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

他会計繰入金

減価償却費

特別利益

特別損失

有形固定資産及び

無形固定資産の増加額

５．その他

（１）貸倒引当金の取崩

当事業年度において、債権の不納欠損による損失に、貸倒引当金 千円を使用する予定である。

（２）退職給付引当金の取崩

当事業年度において、下水道事業会計が負担すべき退職手当の支出のため、退職給付引当金 千円を使用する予定で

ある。

（３）賞与引当金の取崩

当事業年度において、 月分の期末・勤勉手当及び法定福利費を支給するため、賞与引当金 千円を使用する予定で

ある。

（４）農村下水道事業の統合に伴う会計処理

農村下水道事業が令和 年 月 日に統合されることに伴い、当該事業の資産、負債及び資本の全てを下水道事業会計に

引き継ぎ、会計処理を行っている。増加する資産、負債及び資本の内訳は次のとおりである。

固定資産 千円 固定負債 千円

流動資産 千円 流動負債 千円

資産合計 千円 繰延収益 千円

負債合計 千円

資本合計 △ 千円

負債資本合計 千円
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